
議案第４号

杉並区立すぎのき生活園条例等の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２４年２月１６日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区立すぎのき生活園条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区立すぎのき生活園条例（昭和６２年杉並区条例第３２号）の一部を

次のように改正する。

第１条の２第１号中「第５条第６項」を「第５条第７項」に改める。

第２条第１号イ中「第２２条第５項」を「第２２条第８項」に改める。

第４条第１項中「第２９条第３項」を「第２９条第３項第１号」に改める。

第２条 杉並区立身体障害者通所施設条例（平成４年杉並区条例第３８号）の一部

を次のように改正する。

第２条第１号中「同条第１３項」を「同条第１４項」に改める。

第３条 杉並区立身体障害者通所施設条例の一部を次のように改正する。

第２条第１号中「第５条第６項」を「第５条第７項」に、「同条第１４項」を

「同条第１３項」に改める。

第３条第１号イ中「第２２条第５項」を「第２２条第８項」に改める。

第５条第１項中「第２９条第３項」を「第２９条第３項第１号」に改める。

第４条 杉並区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（平成元年杉並区条例

第２３号）の一部を次のように改正する。

第２条第３項中「第６条の２第８項」を「第６条の３第８項」に、「第６条の

３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。

附 則

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布

の日から施行する。



（提案理由）

障害者自立支援法及び児童福祉法の一部が改正されたことに伴い、所要の規定の

整備を図る必要がある。
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杉並区立すぎのき生活園条例等の一部を改正する条例新旧対照表

第１条による改正（杉並区立すぎのき生活園条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（事業） （事業）

第１条の２ 生活園は、前条の目的を達 第１条の２ 生活園は、前条の目的を達

成するため、次の事業を行う。 成するため、次の事業を行う。

(１) 障害者自立支援法（平成１７年 (１) 障害者自立支援法（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」とい 法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５条第７項に規定する生活 う。）第５条第６項に規定する生活

介護（以下「生活介護」という。） 介護（以下「生活介護」という。）

に関すること。 に関すること。

(２) 略 (２) 略

（利用することができる者） （利用することができる者）

第２条 生活園を利用することができる 第２条 生活園を利用することができる

者は、次に掲げる者とする。 者は、次に掲げる者とする。

(１) 杉並区内に住所を有する者で、 (１) 杉並区内に住所を有する者で、

次に掲げるもの 次に掲げるもの

ア 略 ア 略

イ 法第２２条第８項に規定する障 イ 法第２２条第５項に規定する障

害福祉サービス受給者証（生活介 害福祉サービス受給者証（生活介

護に係るものに限る。）を交付さ 護に係るものに限る。）を交付さ

れている者 れている者

(２) 略 (２) 略

（使用料等） （使用料等）

第４条 生活園を利用する者は、法第２ 第４条 生活園を利用する者は、法第２

９条第３項第１号に規定する障害福祉 ９条第３項 に規定する障害福祉

サービスの種類ごとに指定障害福祉サ サービスの種類ごとに指定障害福祉サ

資 料
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ービス等に通常要する費用（特定費用 ービス等に通常要する費用（特定費用

を除く。）につき、厚生労働大臣が定 を除く。）につき、厚生労働大臣が定

める基準により算定した費用の額（そ める基準により算定した費用の額（そ

の額が現に当該指定障害福祉サービス の額が現に当該指定障害福祉サービス

等に要した費用（特定費用を除く。） 等に要した費用（特定費用を除く。）

の額を超えるときは、当該現に指定障 の額を超えるときは、当該現に指定障

害福祉サービス等に要した費用の額） 害福祉サービス等に要した費用の額）

を納めなければならない。 を納めなければならない。

２ 略 ２ 略

第２条による改正（杉並区立身体障害者通所施設条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（事業） （事業）

第２条 通所施設は、前条の目的を達成 第２条 通所施設は、前条の目的を達成

するため、次の事業を行う。 するため、次の事業を行う。

(１) 障害者自立支援法（平成１７年 (１) 障害者自立支援法（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」とい 法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５条第６項に規定する生活 う。）第５条第６項に規定する生活

介護（以下「生活介護」という。） 介護（以下「生活介護」という。）

及び同条第１４項に規定する自立訓 及び同条第１３項に規定する自立訓

練（以下「自立訓練」という。）に 練（以下「自立訓練」という。）に

関すること。 関すること。

(２) 略 (２) 略

第３条による改正（杉並区立身体障害者通所施設条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（事業） （事業）
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資 料

第２条 通所施設は、前条の目的を達成 第２条 通所施設は、前条の目的を達成

するため、次の事業を行う。 するため、次の事業を行う。

(１) 障害者自立支援法（平成１７年 (１) 障害者自立支援法（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」とい 法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５条第７項に規定する生活 う。）第５条第６項に規定する生活

介護（以下「生活介護」という。） 介護（以下「生活介護」という。）

及び同条第１３項に規定する自立訓 及び同条第１４項に規定する自立訓

練（以下「自立訓練」という。）に 練（以下「自立訓練」という。）に

関すること。 関すること。

(２) 略 (２) 略

（利用することができる者） （利用することができる者）

第３条 通所施設を利用することができ 第３条 通所施設を利用することができ

る者は、次に掲げる者とする。 る者は、次に掲げる者とする。

(１) 杉並区内に住所を有する者で、 (１) 杉並区内に住所を有する者で、

次に掲げるもの 次に掲げるもの

ア 略 ア 略

イ 法第２２条第８項に規定する障 イ 法第２２条第５項に規定する障

害福祉サービス受給者証（生活介 害福祉サービス受給者証（生活介

護又は自立訓練に係るものに限 護又は自立訓練に係るものに限

る。）を交付されている者 る。）を交付されている者

(２) 略 (２) 略

（使用料等） （使用料等）

第５条 通所施設を利用する者（以下 第５条 通所施設を利用する者（以下

「利用者」という。）は、法第２９条 「利用者」という。）は、法第２９条

第３項第１号に規定する障害福祉サー 第３項 に規定する障害福祉サー

ビスの種類ごとに指定障害福祉サービ ビスの種類ごとに指定障害福祉サービ

ス等に通常要する費用（特定費用を除 ス等に通常要する費用（特定費用を除

く。）につき、厚生労働大臣が定める く。）につき、厚生労働大臣が定める

基準により算定した費用の額（その額 基準により算定した費用の額（その額
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が現に当該指定障害福祉サービス等に が現に当該指定障害福祉サービス等に

要した費用（特定費用を除く。）の額 要した費用（特定費用を除く。）の額

を超えるときは、当該現に指定障害福 を超えるときは、当該現に指定障害福

祉サービス等に要した費用の額）を納 祉サービス等に要した費用の額）を納

めなければならない。 めなければならない。

２ 略 ２ 略

第４条による改正（杉並区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部改

正）

新 条 例 旧 条 例

（用語の定義） （用語の定義）

第２条 略 第２条 略

２ 略 ２ 略

３ この条例において「養育者」とは、 ３ この条例において「養育者」とは、

次に掲げる児童を養育する（その児童 次に掲げる児童を養育する（その児童

と同居して、これを監護し、かつ、そ と同居して、これを監護し、かつ、そ

の生計を維持することをいう。）者で の生計を維持することをいう。）者で

あって、父母、児童福祉法（昭和２２ あって、父母、児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第６条の３第８項 年法律第１６４号）第６条の２第８項

に規定する小規模住居型児童養育事業 に規定する小規模住居型児童養育事業

に従事している者及び同法第６条の４ に従事している者及び同法第６条の３

第１項に規定する里親以外のものをい 第１項に規定する里親以外のものをい

う。 う。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

４ 略 ４ 略


